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証明書申請のタイミング
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設備取得時期について 原則
【原則】経営力向上計画の認定を受けてから設備を取得
経営力向上計画の認定後に設備（ソフトウェア）を取得することが【原則】で
すが、原則に従うことができない場合には、設備取得日から一定期間内に経営
力向上計画が受理される必要がありますので、例外の流れをご確認ください。
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証明書依頼のタイミング
メーカー（ダイキン工業）が申請します。
原則 または 例外 のどちらかを選択します。
日数が重要ですので必ず逆算し、申請スケジュール
の日数に注意し申請してください。

①原則の場合の逆算
事業年度末よりも前に導入すること。
その導入日よりも前に経営力向上計画の認定（申請
から認定まで30日）を受けること。
経営力向上計画の申請は、設備取得の40日前には送
ること。
経営力向上計画を送る際証明書が必要なため、
設備取得の2～3ヵ月前には証明書申請をすること。

3/311/311/1512/111/159/15
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設備取得時期について 例外
【例外】経営力向上計画申請前に設備を取得する場合

経営力向上計画を申請する前に設備を取得する場合には、申請書到達日から遡って60日以内に設備を取得する必要が
あります（設備取得日から60日以内に計画申請書が行政庁に到達する必要。計画変更により設備を追加する場合も同
様です）。上記の場合において税制の適用を受けるためには、制度の適用を年度単位で見ることから、遅くとも当該
設備を取得し事業の用に供した年度（各企業の事業年度）内に認定を受ける必要があります（当該事業年度を超えて
認定を受けた場合、税制の適用を受けることはできませんのでご注意ください）。
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証明書依頼のタイミング

②例外の場合の逆算
事業年度末よりも前に経営力向上計画の認定を受け
ること。30日以上前には申請すること。
経営力向上計画を送る際、証明書が必要。
証明書の申請日は、導入日よりも前の日付であるこ
と。経営力向上計画申請の3～4ヵ月前には証明書申
請をすること。
経営力向上計画の申請到達前60日以内に設備を取得
すること。

3/312/281/30

12/1～1/30期間
内に設備取得
（60日以内）

11/1～
設備取得
前に申請
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適用手続き（中小企業経営強化税制Ａ類型）
①ユーザーはメーカーに証明書発行を依頼 ②メーカーが証明書発行を工業会に依頼
③工業会が証明書を発行 ④メーカーは工業会から証明書を受取りユーザーへ送る
⑤・⑥ユーザーは経営力向上計画を作成し証明書の写しを添付し主務大臣へ計画申請
⑦・⑧ 認定を受けた経営力向上計画に基づき取得した経営力向上設備等については、税法上 の他の要件を満たす場合には、

税務申告において税制上の優遇措置の適用を受けることが できます。
税務申告に際しては、納税書類に④の工業会証明書、⑤の計画申請書及び⑥の 計画認定書（いずれも写し）を添付してください。
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